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地域構想学研究教育報告，No.7（2016）
　本資料は，2016年10月２日実施の日本地理学会
巡検における筆者担当の作成資料に，若干の既発
表資料を補って，相双地方の地域特性といわきを
含む浜通りの水産業の概況を整理したものであ
る。原発事故から５年半が過ぎた今も困難な状況
にあって諸学の関心を集める同地域の基本情報と
して本誌面を借りて公表することにしたい。１～
４が総論，５以下が各論である。
１．相双地方の沿革と人口推移
　福島県では相馬・双葉両郡を「相双」地方と称
する。両郡の成立は明治29年の郡制の施行時と新
しく，古代以来の宇多・行方郡が相馬郡，標葉（し
めは）・楢葉の両郡が「双葉」郡となった。古代
の標葉・楢葉の境界は，境を意味する「クマ」川
であった（表１）。
　相馬郡と標葉郡は中･近世の長きにわたって相
馬氏の支配地になり，「相馬」は相馬氏の下総の
旧領地名に由来する。近世の相馬氏の版図は，熊
川の南岸の台地上にある夜ノ森で，伝統の相馬野
馬追に加わる騎馬隊も夜ノ森以北の「標葉郷」の
住民で構成される。
　原発の建設が本格化した1975年以降の人口推移
をみると（図１），原発立地自治体の双葉，大熊，
富岡，楢葉は人口減少変化は県全体の傾向に比べ
て顕著ではないといえ，特に大熊町の人口は2010
年まで増加傾向にあった。原発構内で働く保守関
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図１　人口推移（国勢調査,2015年の原町,小高,鹿島は未公表）
図２　福島第一原発（F1）30km圏の人口分布
古代 中世 戦国 近世 近代 戦後 平成
宇多郡
伊達・相馬抗争 伊達領 新地町
相馬氏居城 相馬郡 相馬市
行方郡
相馬氏領 鹿島町 南相馬市
相馬氏領 m29, 宇多・行
方郡を統合
原町市
相馬氏居城 相馬氏領 小高町
標葉氏，相
馬氏と争い
滅亡 双葉郡
m29, 標葉・楢
葉郡を統合
浪江町
標葉郡 双葉町
↓熊川 相馬・岩城氏
の抗争地
↓夜ノ森 大熊町
楢葉郡
楢葉氏領
内藤氏領から
幕府領，小藩
領，飛び地が
錯綜
冨岡町
岩城氏領
楢葉町
石城郡 広野町
表１　浜通りの沿革（角川日本地名大辞典７による）
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連従事者は筆者の女川原発での聞き取り経験では
約千人といい，こうした人口推移には原発の雇用
効果が現れているとみられる。
　2015年10月に行われた原発事故後の最初の国勢
調査では，帰還困難区域と居住制限区域に指定さ
れていた浪江，双葉，大熊，富岡4町の人口は０，
調査１ケ月前に避難指示が解除された楢葉町の人
口は2010年の13％にとどまった。南相馬市の３旧
市町は国調人口が未発表だが，市の合計人口では
2010年から13,000人の減少となった。他方，人口
分布にみえる特徴は，西に山地が迫ることによる
後背地の狭さである（図２）。次節でその地形条
件をみる。
２．相双地方の地形環境と原発立地
　亘理町から広野まで約85kmにわたって阿武隈
山地東縁を直線的に切って走るのが双葉断層であ
る（図３）。地質的には，西の白亜紀花崗岩地帯
と東の第三紀の段丘堆積物を切る破砕帯をなす
が，原町以北では断層の東側に中生代の堆積岩や
古生代変成岩がはさまり複雑な構造をなす。この
原町北部から相馬市の部分が「確実度１」の活断
層とされる。南相馬市鹿島区栃窪でのトレンチ調
査では，最新活動が2000yBP前後，その前の活動
が9500 ～ 12000yBPで，活動間隔は7500 ～１万年，
変位量は1.5mと計測されている（金田･後藤･廣
内,2013）。
　浜通りの地形の特徴は，この断層帯の前面の丘
陵および段丘（海岸から２～３kmまで海成）か
らなる台地群（断層崖下で150m，海岸部で40・
50m）と，その間を流下する小河川の低地が交互
に現れる点にある。この台地群は○岡，××原と
称され（安田,1971），南にいくほど台地面が広く
低地は狭小となる。
　後氷期の海進時，これらの小低地に海が侵入
して入り江となり（旧汀線が＋５mまで確認でき
る），のこぎり歯状の海岸が現出した。海に突き
出た台地端は波で削られて海食崖をなした。
　海退後は，陸からの土砂供給量が入り江を埋積
するほどではなかったために水面は残され，そこ
に沿岸流が運んだ砂州がフタをしてラグーンを形
成した。中村（2008）はこの浜通り海岸の情景を
「幻のリアス海岸」，「化石リアス」と称している。
このラグーンは塩田に利用され，専売化後は干拓
水田が開かれた。文部省唱歌「汽車」の歌詞「い
まは山中いまは浜」や「広野原」が，小低地と台
地が交互に連続するこの地の風景を描写したもの
として，JR広野駅に歌碑が立てられている。
　台地と低地の割合は，松川浦以北では低地が広
く，そこから請戸川まで台地面が徐々に広くなり，
双葉町以南では台地面が大半を占める。台地は農
業に不適で，軍用地になったり戦後開拓まで開発
が残された場所が多かった。また海岸も切り立っ
た海食崖が連続して港の立地に不適であった。こ
れが「双葉地方チベット論」となり，東電の原発
建設計画の情報に注目した福島県知事と，財政難
にあえいでいた大熊町の積極誘致に双葉町が同調
して，双葉・大熊町にまたがる台地上の旧陸軍飛
行場跡地への東京電力福島第一原発の立地につな
がる（山川,1987）。以後この界隈は原発・火発の
電力銀座に変貌する。
図３
浜通りの地形
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３．2011年3.11大津波の浸水状況
　2011年大震災時の津波浸水状況は，上述の地形
環境を反映して請戸以北と双葉町以南では浸水域
の広がりが大きく異なる。請戸以北の相馬海岸で
は（図４），かつてラグーンであった河川河口部
の低地に広がる水田地帯に，海岸から３～４km
内陸まで浸水した。
　他方，台地面が広い双葉以南では，浸水域は小
河川の河口付近の狭い範囲にとどまった（図５）。
国土地理院が空中写真から求めた浸水面積は下表
のようであり，浸水域の土地利用種別では，発電
所や工業用地が浸水した新地町と広野町以外で
は，７～８割を農林地と河川海浜湖沼域等が占め
た。
　海岸部の津波高
については，下表
のような観測値が
発表されている。
　建物被害では相
馬が全壊，双葉で
は半壊の棟が多
かった。
図４　相馬海岸の浸水状況
地理院地図に復興支援アーカイブのデータを重ね合わせ
図５　双葉海岸の浸水状況
浸水面積
（km2）
新地町 11
相馬港 29
南相馬市 39
浪江町 6
双葉町 3
大熊町 2
富岡町 1
楢葉町 3
広野町 2
津波高
（m）
相馬港 8.9
南相馬市 12.2
浪江町 15.5
双葉町 16.5
大熊町 12.2
富岡町 21.1
楢葉町 12.4
小名浜港 3.3
全壊 半壊
新地町 439 138 
相馬市 1,004 833 
南相馬市 2,323 2,389 
浪江町 759 1,637 
双葉町 103 14 
大熊町 61 95 
富岡町 338 2,413 
楢葉町 147 1,184 
広野町 160 593 
※ 市町は東大佐藤眞司研，
港は国交省による。
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４．浜通りの港,川,漁協,市場,水揚げ推移
　浜通りには下掲（図６，表２）の漁港，港湾，川，
種苗生産施設，漁協，市場があり，水産業を支え
てきた。
　漁協のうち，相馬双葉は2003年，いわき市漁協
は2000年に大合併し，小名浜機船底曳漁協は2010
年に解散した小名浜漁協を引き継いで地区漁協と
なった。いわき市漁協の合併に中之作と江名が参
加しなかったのは，沖合・遠洋の企業的経営体が
多いためである。また，江名魚市場は2007年に廃
止，小名浜魚市場は震災後の再建過程で，いわき
市から県漁連に移管。
　主要な漁港（市場）の水揚げ量と金額の推移
（2000年まで）をみると，水揚げ量（図７）では，
多獲性回遊魚（サンマ，サバ）水揚げ基地の小名
浜港が突出していたが，1980年代後半から回遊資
源減少で急減をきたしてきた。それでもサンマは
震災前の時点でおも最大の水揚げ量を占める。
　また，水揚げ金額（図８）では，築地市場で鮮
魚出荷の「常磐物」ブランドを築いた相馬原釜が
健闘しており，その主力は小型底曳によるカレイ，
ヒラメ類である。また，中之作は旋網カツオの水
揚げ基地，請戸はヒラメ，ホッキ貝が主である。
図６　浜通りの漁港（高野2008の図を改変）
支所 正組合員
准組合
員 市場
取扱額 
2008
取扱額 
2014
相双漁協
新 地 58 5 〇 532 0 
相馬原釜 352 18 〇 5,106 80 
松川浦 156 41
磯 部 61 4 〇 296 0 
鹿 島 58 8 〇 518 0 
請 戸 125 35 〇 967 0 
富 熊 13 13 〇 96 0 
いわき市漁協久之浜 65 14 〇 730 0 
四 倉 27 10 〇 97 0 
沼之内 54 17 〇 427 0 
江名町 79 11
小 浜 27 9
勿 来 42 7 〇 341 0 
小名浜機船底曳 23 32
中之作 21 1 〇 1,614 46 
江 名 21 0
福島県旋網 16 6
小名浜魚市場 2,865 583
 資料：福島県水産要覧による。 取扱額：百万円
表２　福島県沿岸の漁協と魚市場
図７　水揚量
図８　水揚額
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５．震災前後の漁業の変化
　震災前の2008漁業センサスの主な漁業種目別経
営体数は表３の通りであったが，震災後の2013業セ
ンサスでは，赤枠のまき網,さんま,まぐろ延縄の13
経営体のみとなった。沿岸漁業は，原発事故の直
後から操業が自粛され，2012年６月から魚種と海
域を第一原発20km圏外の県沖に限定した試験操業
を開始。対象魚種は当初の３種から2016年には72種
に増され，操業区画も150m以深から100mまで緩和
されている。試験操業の漁獲量も，2015年は震災
前の沿岸漁獲量の27％まで増えてきている（表４）。
　漁獲した魚は，小名浜市場と相馬原釜市場に集
約されて放射能検査。月に500検体ほど。2015年
分の結果は，100Bq超率は0.05％，不検出89.5％。
　試験操業の漁獲物は水揚港の仲買人組合から各
地の中央卸市場に出荷。今は量が少ないこともあ
り、他産地と同程度の価格で★1取引されている。
しかし，汚染水漏洩れなどトラブルの報道がある
と買い控えが発生し，漁獲量・出荷量が今後増え
た場合に価格の低下が予想される。さらに，放射
能汚染が考えられない沖合漁業の旋網カツオやサ
ンマ棒受網の水揚げ量は大きく減少（下表）。カ
ツオのように価格の高い魚は売れ残りのリスクが
大きいことから、買い受け人の扱い量が減り，他
県船の水揚げ減少の要因になっている（以上，福
島県漁連,2016）。
表３　震災前の主な種目別漁業経営体数（2008年11月時点，経営体数2以下の種目は省略）
2006～
10平均 x 2011 2012 2013 2014 2015
福島県 a 44,924 7,513 4,535 3,461 5,644 7,505 
カツオ b 8,720 19 267 448 647 739 
b ／ a 19.4 0.3 5.9 12.9 11.5 9.8 
サンマ c 6,536 2,292 3,318 2,039 3,080 1,137 
c ／ a 14.5 30.5 73.2 58.9 54.6 15.1 
沿岸漁業 d 25,278 3,235 ― ― ― ―
d ／ a 56.3 43.1 
試験操業 e ― ― 122 406 742 1,508 
e ／ dx 2.2 7.2 13.2 26.8 
表４　福島県の漁獲高（t）の推移（県漁連2016）
★ １：福島県漁連（2016）にはこう記されているが，いわき中
央卸売市場統計を筆者がみた限りでは，底魚類（カレイ，ヒ
ラメ，タラ）に限れば福島県産の単価は他県産の半値。
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６．相馬港
　相馬の港は，松川浦北側の外洋に面する原釜の
湊が藩政期から東回り航路の拠点として，また仙
台湾の大陸棚に面する漁業基地として繁栄した。
その北方にはラグーン新沼浦が広がり，明治期ま
で塩田に利用されたが専売化で廃止され干拓地
に。1898年，常磐線の開通で，原釜は交易機能を
喪失し，漁港機能が残った。戦後の相馬市合併に
際し，相馬・松川浦港の総合開発計画が掲げられ，
1960年，県管理の地方港湾「相馬港」に。事業は
南防波堤から始まり順次北側へ展開。
　1974年，東北開発促進法により背後地の工業化
と流通基地化が企図され，重要港湾に指定。折か
らの石油危機を受けて，県主導による火力発電と
工業団地を一体化した650haの開発に着手。1981
年，全国初の「エネルギー港湾」に指定。同時に
東北・東京電力共同出資の「相馬共同火力」が設
立され，石炭火力発電所の建設に着手。1993年，
港湾施設の完工をうけて，石炭輸送船が入港。翌
年より発電所が稼働（今野,2008）。
　貨物取り扱い量の84％は輸入，その99％がオー
ストラリア，インドネシア，中国からの石炭。
2011大震災では，港湾事務所全壊，防波堤，岸壁，
道路，給水施設，照明など破壊。取扱量は，輸入
量は翌年に回復。輸出・移出量は激減したまま。
　背後地の相馬中核工業団地633haは，1992年か
ら分譲開始。1998年，石川島播磨の航空エンジン
と宇宙部門の拠点工場が進出。従業員1,300（2006
年）（同社HPによる）。
７．松川浦のノリ養殖
　松川浦は，沿岸流によって運ばれた砂州によっ
て形成されたラグーン。かつては北隣りの新沼浦
（現相馬工業港の産業用地）とともに製塩業が盛
んだったが，専売化によって明治後期に衰退。代
わってアサクサノリ養殖の導入が官民あげて推進
され，1950年代にアサクサノリの採苗地として著
名になり，東京湾など全国に種網を出荷。1970年
代から，アサクサノリ（黒ノリ）に代わり「青ノ
リ」が人気となり，主産地の三重県漁連に出荷す
る体制となる。
　1978年センサスまでは農業を兼業する「半農半
養殖」が過半を占めたが，1983センサス以降は，
機械装備の進展で零細経営の淘汰が進行。経営体
数は1960年の300，2000年には50に減少。しかし
生産量は倍増して，震災前まで安定した生産量を
維持していた（図９･10）。
　養殖漁家が多いのは岩ノ子集落で，農業や民宿の
兼営が多かった。2011年の大津波では浸水程度にと
どまる。今も出荷自粛が続くが，採苗は絶やさない。
図９　松川浦ノリ養殖の生産量（左目盛）と経営体数（右目盛）の推移
図10　ノリ生産の推移（2002年以降）
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８．磯部のホッキ貝
　仙台湾南部から相双海岸にかけては，ホッキ貝
の貝桁網漁業が重きをなし，６月から１月の漁期
には各漁港の食堂で「ホッキ飯」が名物となって
いる。中でも松川浦の南端に位置する磯部は，か
つて単協だった時代には日本一のホッキ生産量を
誇っていた（河北新報,1991.9.07）。磯部の地先は
古くからホッキの好漁場として知られていたが，
発生量の年々変動が大きく漁獲が安定しないとい
う特性があった。そこで磯部漁協（現支所）では
親貝保護のための禁漁区の設定（1962年），ホッ
キ操業委員会を設けて（1973年）曳網回数の制限
や休漁区の設定などの共同管理を開始した。さら
に1978年には２人で１隻のグループ操業制に移行
し，販売も「プール制」による共同販売を導入した。
　しかし1990年代，輸入物の増加や国産の供給過
多，長引く不況，そして身入りの悪化による仲買
業者の買い控えが重なり，磯部漁協の売上の６～
７割を占めたホッキ漁の存続が危ぶまれる事態と
なり，2003年にはホッキが浜に打ち上げられる「寄
せホッキ」問題にも直面した。このような中，90
年代末から青年部を中心に，ホッキの地元消費の
拡大のため地域イベントでの販売，料理法のPR，
組合直販の拡大に取り組んだ。その結果，1999年
から開始した郵パックが2002年には2,400件，715万
円を売り上げ，注文も全国に及ぶようになった（渡
部2003；渡辺2006）。一方で数年ごとの変動を繰り
返す漁獲変動の特性は変わっていない（図11）。
　磯部のホッキ水揚量は，2010年には435tで県の
７割を占めたが，2011年３月の原発事故で操業停
止となった。しかし放射能非検出が１年間続いた
後の2016年6月，試験操業で採捕が再開された。
９．栽培漁業センター
　沖合遠洋漁業が縮小した1980年代から「栽培漁
業」が推進され，沿岸資源の増加に寄与してきた。
福島県では1982年，第一原発の南の崖下（図12）に
栽培漁業センターを開設し，隣接地に設立した水産
種苗研究所の技術をもとに，ウニ，アワビ，ヒラ
メ，アユ等の生産を行ってきた。浜通りの漁協は育
成施設を持たないため，栽培漁業センターで放流
サイズまで育成する。その育成期間の短縮に効果
を発揮するのが，原発からの「温排水」で，その
活用は「原発と漁業の共存」のシンボルとされた。
　温水の成長促進効果は高く，自然界では冬に成
長しないウニとアワビも年中成長でき，ヒラメも
自然状態より２ケ月早く成長する。生産されたウ
ニ，アワビは県内漁協の磯根資源の開発につなが
り，零細漁業の代表だった「採貝･採藻」を活性
化させている。
　ヒラメは100万尾が県内漁港の地先に放流され，
水揚げの７・８割が放流ものという。さらに，地
元の大熊町では，町営の陸上養殖場を建設し，運
営主体の水産公社を設立して1996年10月からヒラ
メの生産に着手し，町の名物としている。
　施設は津波で全壊し，小名浜の県水試に仮事務
所を設け，他県の施設に種苗生産を委託している。図11　磯部支所のホッキ水揚量（kg）の推移（渡部,2006）
図12　栽培漁業センターと福島第一原発
（国土地理院25000分の１地形図画像，50メッシュ標高段彩）
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10．サケ川
　浜通りの河川はサケ遡上の南限に位置し，相馬
市の宇多川からいわきの鮫川までの11河川で漁協
や繁殖組合が組織されてサケの人工放流が行われ
る（図13）。特に木戸川（楢葉町）は江戸時代か
ら藩献上サケの採取の記録が残り，1980年代以
降，岩手県の津軽石川や小本川と本州一の捕獲数
を競ってきた。
　回帰サケは観光資源に活用され，簗場をかけて
食堂と直売所を設けてサケ飯やイクラ丼を提供す
る「サケ祭り」（真野川，新田川，請戸川，熊川，
木戸川）や，サケ釣り解禁（請戸川，木戸川）が
行われる。回帰さけを沿海漁協の定置網でとるの
が目的の岩手県とは，サケの利用法を異にする。 
　2011大震災で県内10ふ化場は全滅。それに放射
がかぶさる。最多の採捕量の木戸川では，楢葉町
が避難地域となって担い手が移住・離散したが，
2012年秋から試験採捕を開始，2014年春に夏井川
漁協から譲られ稚魚を放流，避難指示が解除され
た2015年秋にはふ化場，売店，サケ釣りを再開，
2016年春に自前の孵化による稚魚を放流した。他
の川では，20km圏外の川から従前に復しつつあ
る。
11．大堀相馬焼き（補足）
　浪江の市街地から西へ５km，双葉断層の崖下
にある大堀集落は江戸時代からの焼き物産地で，
幕末の最盛期には100件の窯元を数え，東日本一
円に販路を築いた。その後は衰退するも，産地問
屋の努力で存続し，戦後はアメリカ輸出で成長し
た。1970年代以降，円高で輸出は激減，産地問屋
の力も弱まって観光民芸を中心とする販売体制に
転換し，1978年，国の伝統工芸品に指定された。
　2000年時点の事業所数は23，従事者数は70人，
生産額は約４億円であった。商品開発術力のある
窯元が少ないことから，窯元の組合・大堀相馬焼
協同組合と県が中心となって2002年，老朽化して
いた民芸会館を新築し，展示販売と陶芸体験ので
きる交流拠点とした（以上,初沢,2008）。2010年１
月，地域団体商標に登録。
　2011年３月の震災・原発事故に際し，大堀は放射
能の通り道となって高濃度に汚染され，25件の窯元
は離散を余儀なくされた。浪江町民の多くは二本松
市の仮設に移って，町役場も二本松に移転した。帰
還の目途は立たないため，組合では二本松市の小沢
工業団地内に仮設工房を中小企業基盤整備機構の
補助を得て建設し，組合所属22件のうち20件の窯元
が2012年７月から制作を再開した。新工房ではガス
窯を使用し，陶土の現地採取は不可能のため，県
ハイテクプラザ会津若松技術支援センターが複数
の鉱物を調合するなどして開発する。この他に福
島，郡山，矢吹，西郷村，いわきで再開している。
　相馬の伝統陶器にはもう１つ，旧藩の御用窯
「相馬駒焼」があり，相馬中心部で伝統の登り窯
の破損にあいながらも制作を続けている。相馬駒
焼は京焼の野々村仁清の技能を受け継ぎ，大堀の
ほか笠間や益子など各地の窯に影響を与えた歴史
があり，震災にあたって各地から支援の申し出が
寄せられた。
図13　浜通りの河川別サケ放流量の推移（高野2008）
松永窯の製品（同社 HP）
左：伝統の青ひび，走り駒，
二重焼き
右：今風デザイン
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12．いわき海岸の水産業
（1）漁業生産
　いわき市の沿岸には久之浜，四倉，江名，中之作，
小名浜などの漁港が並ぶ。200カイリ規制の前まで
は，北洋底曳，沖合底曳，カツオマグロ，そして「磐
城船団」として知られた北洋サケマス・サンマ兼
業船が各港の上層を形成した。最多の水揚規模を
もつ小名浜市場は，サンマの水揚量が多かったが，
既掲のとおり80年代後半から急減した。震災前の
2009年における小名浜市場（機船底曳漁協扱い分）
の主な魚種別水揚量・額をみると（図14），サン
マが過半をるが，金額ではカツオが半分を占めた。
　震災後の2015年は量・額ともに半減の状態で（図
12），2009年に９割を占めたサンマとカツオの廻船
比率が２割に激減したこと（福島県産になること
を敬遠）と，高単価の底曳物の操業停止が大きい。
 
（2）水産加工
　当地域には上記漁業の水揚げ物を原料として水
産加工業も発展し，江名から豊間にかけての地域
には節製造や底魚を利用したカマボコ工場が立地
した。底魚の水揚げが減った今は節工場は１件だ
けになり，かまぼこ工場は輸入原料に転換させて，
板かまぼこでは全国大手の「夕月」のような大企
業も生まれて有数の生産地域となっている。
　他方，サンマ水揚が多かった小名浜では「みりん
干し」が名産で，市場前にその業者が軒をつらねた。
水揚が減った今も数を減らしながら存続し，サン
マ干しの風景は秋の小名浜の風物詩となっている。
　2011震災前後の加工業の変化をみると，豊間～
中之作の海岸部の減少が目立つが（表５），これは
市内最大8.5mの大津波の直撃の影響とみられる。
　加工原料の大半は輸入や沖合もので放射能汚染は
考えにくいが，生産量ベースでは震災前の半減にと
どまる（図15）。その多くはカツオの水揚げ減によ
る冷凍加工品の激減による。なお，水産加工協組
の加入業者数は震災前より増えており，これは補
助金受給の必要から組合加入が増えたためという。
図14　いわき市の魚別水揚高の変化
図15　いわき市の水産加工食品の生産推移（万トン）
「新いわき総合計画 水産分野計画」（2014）掲載
加工場
数計
かまぼ
こ類
冷凍食
品
塩干品 塩蔵品
水産物
漬物
つくだ
煮類
乾燥・
焙焼・
揚加工
品
その他
冷凍水
産物
従事者
数
２００８
沼之内 14 7 - 2 - - 1 - 2 1 309 
豊間 14 11 - 3 - - - - - 1 210 
江名 9 3 1 4 - - - - 1 1 92 
中之作 11 4 1 5 - - - - - 3 178 
小名浜 23 4 1 11 2 3 - 5 2 7 612 
２０１３
沼之内 13 6 1 3  -  -  - 1 3  - 271 
豊間 3  x  x  x  x  x  x  x  x  x  x
江名 6 3 1 2  -  -  -  -  - 1 82 
中之作 4 2 2 1  -  -  -  - 1 1 70 
小名浜 19 3 1 8  - 3 2 3 3 5 600 
表５　震災前後の水産加工場数（漁業センサス）
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